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1.  平成24年3月期第2四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第2四半期 100,358 △22.2 △206,761 ― △205,728 ― △208,553 ―
23年3月期第2四半期 129,026 △26.6 5,815 △46.5 7,087 △35.4 △3,371 ―

（注）包括利益 24年3月期第2四半期 △209,427百万円 （―％） 23年3月期第2四半期 △4,722百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第2四半期 △1,644.51 ―
23年3月期第2四半期 △26.58 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第2四半期 861,067 △51,031 △5.9
23年3月期 1,079,164 173,590 14.7
（参考） 自己資本   24年3月期第2四半期  △51,101百万円 23年3月期  158,410百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年3月期 ― 0.00
24年3月期（予想） ― 0.00 0.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 193,000 △19.1 △192,700 ― △191,400 ― △195,400 ― △1,540.83



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  有  
除外 1社 (アットローン株式会社） 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注） 詳細は、添付資料5ページ「２．サマリー情報（その他）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に
対する四半期レビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期
決算短信(添付資料)P 4「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
・当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料等は、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 
平成23年11月14日（月）・・・・・・機関投資家・証券アナリスト向け電話会議 
・上記説明会のほかにも、当社では、個人投資家の皆様向けにも適宜、事業・業績に関する関連情報を当社ホームページ上で提供しております。 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期2Q 134,866,665 株 23年3月期 134,866,665 株
② 期末自己株式数 24年3月期2Q 8,048,987 株 23年3月期 8,050,726 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期2Q 126,817,617 株 23年3月期2Q 126,815,179 株
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当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響

により、景気全体としては総じて厳しい状況が続いたものの、足下ではサプライチェーンの立て直しや

各種政策効果などを背景に持ち直しつつあります。しかしながら、電力供給の制約や原子力災害の影響

に加えて、海外景気の下振れによる為替レート・株価の変動影響など、景気の下振れリスクは依然とし

て存在しており、また、デフレ影響や雇用情勢悪化も懸念されるなど、先行きについては険しく不透明

な状況にあります。 

消費者金融業界におきましても、利息返還請求の高止まりに加え、上限金利規制や貸金業者に対する

総量規制の導入に伴う市場規模の縮小といった厳しい事業環境に直面し、業界各社は営業貸付金残高の

減少を余儀なくされており、経営環境は依然として厳しい状態が続いております。 

こうした環境の中、当社グループでは、前連結会計年度に断行したコスト構造改革ならびにグループ

経営資源の選択と集中による効率化によって整った新たな経営基盤をベースに、「質、量ともにナンバ

ー１のコンシューマーファイナンスカンパニーの実現」を目指し、本業である消費者金融事業を中心

に、営業力強化を主眼とした取り組みに注力し、同時に、今後の成長分野として期待される保証事業や

海外事業につきましても、積極的な営業展開およびコスト効率の追求に努めてまいりました。 

一方、財務基盤に対する大きな制約要因となっている利息返還請求の高止まりの状態が続く中、昨年

６月の総量規制の導入や、同年９月の同業大手による会社更生法適用申請による影響等についてもデー

タの分析が進み、利息返還関連の引当金(利息返還損失引当金、及び貸倒引当金中の利息返還にかかる

元本充当分を含む。以下同じ。)について足下においてより精緻な見積りが可能となったこともあり、

同引当金の大幅な積み増しを行うこととなりました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の当社グループの営業収益は、営業貸付金利息が前年同期に

比べ27,963百万円減少したことを主因に、100,358百万円(前年同期比22.2％減)となりました。他方、

上記のとおり当第２四半期末において利息返還関連の引当金を395,100百万円計上したことにより、前

年同期に比べ貸倒引当金繰入額が31,144百万円、利息返還損失引当金繰入額が167,716百万円それぞれ

増加し、営業費用は前年同期に比べ183,909百万円増加の307,120百万円(前年同期比149.3％増)となり

ました。この結果、営業損失は206,761百万円(前年同期は営業利益5,815百万円)、経常損失は205,728

百万円(前年同期は経常利益7,087百万円)となりました。また、前年同期に比して事業再編損などの特

別損失が減少し、四半期純損失は208,553百万円(前年同期は四半期純損失3,371百万円)となりました。

なお、上記の利息返還関連の引当金の大幅な積み増しにより毀損した当社の財務基盤を早急に改善さ

せ、加えて将来の成長戦略に向けた積極的な施策の推進を可能とするためには約1,200億円の資本増強

が必要であると判断し、平成23年９月30日に、株式会社三井住友フィナンシャルグループ(以下「ＳＭ

ＦＧ」）または株式会社三井住友銀行(以下「ＳＭＢＣ」)を割当先とする第三者割当増資の実施を決定

しております。また、併せて、同じく平成23年９月30日に、ＳＭＦＧ、ＳＭＢＣ及び当社は、ＳＭＦＧ

による当社の完全子会社化を目指すことについて合意いたしました。今後につきましては、ＳＭＦＧグ

ループ各社との協働の一層の推進やＳＭＢＣブランド及びＳＭＢＣの営業チャネル等の積極的な活用に

加え、本第三者割当増資により強化された財務基盤を最大限活用して当社のさらなる業容拡大を図り、

他のＳＭＦＧグループ各社と併せ、コンシューマーファイナンス事業におけるＳＭＦＧグループの地位

をより強固なものとしてまいります。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報
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当第２四半期連結累計期間のセグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

金融事業につきましては、前連結会計年度に有人店舗を全廃し、顧客管理機能を全国４つの「お客様

サービスセンター」に集約し、非対面を中心とした体制での営業を開始しており、当第２四半期連結累

計期間においては、センター運営のさらなる効率化および高度化に向けた取り組みを推進してまいりま

した。一方、新たな有人拠点として全国21ヶ所に設置している「お客様サービスプラザ」では、対面に

よるカウンセリングの拡充および地域社会とのコミュニケーション強化を積極的に展開しており、新た

なサービス・価値の創造に努めてまいりました。 

これら新体制による営業展開に加えて、平成23年５月には、幅広い顧客ニーズに応えるべく、貸出下

限金利を6.3％に引き下げ、商品・サービスの拡充を図っております。また、同じく平成23年５月か

ら、イメージキャラクターに「カエル」を起用した新広告による訴求を開始しており、新規顧客獲得強

化はもとより、既存顧客のリテンション強化も含めた、集客力の向上にも注力してまいりました。 

  

当第２四半期連結累計期間における金融事業の業績につきましては、総量規制の影響等により営業貸

付金残高および当該利息収入の減少を余儀なくされた結果、営業収益は前年同期に比べ26,811百万円減

少し71,884百万円(前年同期比27.2％減)となりました。一方で、営業費用につきましては、前連結会計

年度に実施したコスト構造改革により、人件費等の営業費用を削減したものの、当第２四半期末におい

て395,100百万円の利息返還関連の引当金の計上が必要となった結果、貸倒引当金繰入額及び利息返還

損失引当金繰入額が前年同期に比べ大幅に増加したため、営業費用は前年同期に比べ187,192百万円増

加の284,574百万円(前年同期比192.2％増)となり、結果として、営業損失は213,334百万円(前年同期は

営業利益1,381百万円)となりました。 

  

保証事業につきましては、ＳＭＢＣと共同で展開する個人向け無担保ローン事業(カスケード事業)が

堅調に推移し収益に貢献したほか、地域金融機関への積極的な営業展開により、平成23年４月には株式

会社南日本銀行と新たに提携を開始したことに加えて、同じく平成23年４月には、ＳＭＦＧのグループ

会社であるオリックス・クレジット株式会社において、当社保証商品の取り扱いを開始するなど、着実

に業容を拡大してまいりました。 

当第２四半期連結累計期間における業績につきましては、営業収益が前年同期に比べ693百万円増加

の17,245百万円(前年同期比4.2％増)となり、また、営業費用につきましては、債務保証損失引当金繰

入額が前年同期に比して減少したことに加え、販売管理コストについても、三洋信販株式会社ならびに

アットローン株式会社との合併により効率化を推進した結果、営業利益は前年同期に比べ2,142百万円

増加の8,872百万円(前年同期比31.8％増)となりました。 

  

サービサー事業につきましては、前連結会計年度に引き続き、中小企業金融円滑化法の影響を受け、

金融機関による不良債権の売却処理が低調に推移した結果、サービサー市場全体として厳しい事業環境

が継続しております。こうした環境の中、当該事業を営むアビリオ債権回収株式会社においては、過去

の回収実績を適切且つ弾力的にプライシングに反映させることで債権買取強化を図りつつ、加えて、回

収業務のさらなる効率化に向けた取り組みを推進してまいりました。この結果、当第２四半期連結累計

期間における営業収益は、前年同期に比べ318百万円減少の5,644百万円(前年同期比5.3％減)と減収を

余儀なくされており、また、業務効率化による販売管理コストの圧縮に努めたものの、営業利益につき

ましては前年同期に比べ560百万円減少の2,059百万円(前年同期比21.4％減)となりました。 

  

①金融事業

②保証事業

③サービサー事業
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海外事業につきましては、平成22年７月に事業をスタートした中国・深センに続き、平成23年５月に

は、同・瀋陽においても小額貸付会社として営業を開始するなど、中国本土での事業拡大に向けた取り

組みを着実に推進してまいりました。また、その他の既存子会社についても、さらなる収益力の強化に

向けた取り組みに注力しており、香港現地法人をはじめ堅調な推移を見せております。 

当第２四半期連結累計期間における海外事業の業績につきましては、現地通貨ベースでは総じて順調

であったものの、円高による為替換算レートの影響から、営業収益は前年同期に比べて213百万円減少

の4,718百万円(前年同期比4.3％減)となりましたが、営業利益は前年同期に比べ８百万円増加の2,143

百万円(前年同期比0.4％増)となりました。 

  

当社グループでは、これまで培った経営資源やノウハウを活用し、金融業向けシステム開発事業等に

取り組んでおりますが、金融周辺事業やその他事業については、消費者金融事業への経営資源の集中を

目的として、前連結会計年度より、事業の集約化や再編を推進してまいりました。この結果、当第２四

半期連結累計期間における営業収益は前年同期に比べ2,192百万円減少の639百万円(前年同期比77.4％

減)、営業利益は前年同期に比べ201百万円減少の223百万円(前年同期比47.4％減)となりました。 

  
(注) 上記の営業収益は、各セグメント間の内部取引高相殺消去後の数値であります。 

  

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて218,096百万円減少し

て、861,067百万円となりました。これは、現金及び預金が78,807百万円、営業貸付金が78,251百万

円、短期貸付金が27,987百万円それぞれ減少したこと及び貸倒引当金が16,472百万円増加したことなど

によります。 

負債は、前連結会計年度末に比べて6,525百万円増加して912,099百万円となりました。これは、営業

貸付金残高の減少に伴う有利子負債残高の減少103,964百万円、及び事業再構築引当金が1,583百万円、

債務保証損失引当金が1,350百万円、その他の引当金が5,298百万円それぞれ減少したものの、利息返還

損失引当金残高が126,396百万円増加したことなどによります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べて224,622百万円減少して51,031百万円の債務超過となりまし

た。これは、当第２四半期連結累計期間の業績が208,553百万円の四半期純損失となり利益剰余金が減

少したこと、少数株主持分が15,137百万円減少したことなどによります。 

  

当連結会計年度の通期連結業績予想につきましては、平成23年９月30日に公表いたしましたとおり、

連結営業収益193,000百万円、連結営業損失192,700百万円、連結経常損失191,400百万円、連結当期純

損失195,400百万円を見込んでおります。 

  

④海外事業

⑤その他

（２）連結財政状態に関する定性的情報

（３）連結業績予想に関する定性的情報
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前連結会計年度末において当社の連結子会社であったアットローン株式会社は、平成23年４月１日付

けで当社を存続会社とした吸収合併を行ったことに伴い消滅いたしました。  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

会計上の見積りの変更 

顧客等から利息制限法の上限金利を超過して支払った利息の返還請求があるが、和解に至っていない

もの及び過去の返還実績を踏まえ、かつ最近の返還状況を考慮し返還見込額を合理的に見積もって、利

息返還損失引当金及び利息返還金のうち営業貸付金に充当される見積返還額を貸倒引当金(以下、利息

返還に関連する引当金)として計上しておりました。 

当第２四半期連結会計期間においては、平成22年６月の貸金業法完全施行による総量規制の導入や同

年９月の同業大手による会社更生法適用申請による影響等についてもデータの分析が進み、足下におい

てより精緻な利息返還に関連する引当金の見積りが可能となり、その結果、利息返還に関連する引当金

の追加繰入を行いました。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ201,400百万円減少して

おります。 

  

  

２．サマリー情報(その他)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
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３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 175,416 96,609

受取手形及び売掛金 24 30

営業貸付金 879,597 801,345

買取債権 24,743 25,039

短期貸付金 32,987 4,999

求償債権 27,591 24,062

その他 57,904 53,679

貸倒引当金 △175,315 △191,849

流動資産合計 1,022,947 813,915

固定資産

有形固定資産 18,436 11,773

無形固定資産 5,403 3,990

投資その他の資産

投資有価証券 23,732 23,665

その他 8,774 7,789

貸倒引当金 △129 △67

投資その他の資産合計 32,376 31,388

固定資産合計 56,216 47,152

資産合計 1,079,164 861,067

プロミス（株）（8574） 平成24年３月期 第２四半期決算短信

- 6 -



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 72,416 50,692

1年内償還予定の社債 59,300 89,586

1年内返済予定の長期借入金 150,952 143,690

1年内支払予定の債権流動化債務 35,463 33,949

未払法人税等 1,678 1,689

債務保証損失引当金 12,680 11,330

利息返還損失引当金 49,901 101,500

事業再構築引当金 1,648 64

その他の引当金 7,691 1,221

その他 32,248 25,519

流動負債合計 423,980 459,242

固定負債

社債 146,372 70,197

転換社債型新株予約権付社債 42,000 42,000

長期借入金 144,321 131,422

債権流動化債務 34,958 20,283

利息返還損失引当金 107,202 182,000

その他の引当金 5,015 6,187

その他 1,722 767

固定負債合計 481,593 452,856

負債合計 905,573 912,099

純資産の部

株主資本

資本金 80,737 80,737

資本剰余金 127,326 95,011

利益剰余金 15,670 △160,638

自己株式 △57,419 △57,406

株主資本合計 166,316 △42,295

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 47 △463

為替換算調整勘定 △7,953 △8,342

その他の包括利益累計額合計 △7,905 △8,806

新株予約権 42 69

少数株主持分 15,137 －

純資産合計 173,590 △51,031

負債純資産合計 1,079,164 861,067
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
四半期連結損益計算書
第２四半期連結累計期間

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

営業収益

営業貸付金利息 98,890 70,927

その他の金融収益 59 77

商品売上高 1,300 186

その他の営業収益 28,776 29,168

営業収益合計 129,026 100,358

営業費用

金融費用 8,056 7,060

商品売上原価 214 152

その他の営業費用

貸倒引当金繰入額 41,255 72,400

利息返還損失引当金繰入額 26,113 193,829

その他 47,570 33,676

その他の営業費用計 114,939 299,907

営業費用合計 123,211 307,120

営業利益又は営業損失（△） 5,815 △206,761

営業外収益

受取利息 55 36

受取配当金 84 207

持分法による投資利益 1,188 1,101

その他 465 245

営業外収益合計 1,793 1,590

営業外費用

支払利息 396 458

その他 124 99

営業外費用合計 521 557

経常利益又は経常損失（△） 7,087 △205,728

特別利益

固定資産売却益 10 1,849

負ののれん発生益 － 1,085

その他 975 270

特別利益合計 986 3,205

特別損失

固定資産売却損 32 1,580

災害による損失 － 1,623

その他 9,191 868

特別損失合計 9,223 4,072

税金等調整前四半期純損失（△） △1,149 △206,596

法人税、住民税及び事業税 1,489 1,481

法人税等調整額 △10 475

法人税等合計 1,479 1,956

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,628 △208,553

少数株主利益 742 －

四半期純損失（△） △3,371 △208,553

プロミス（株）（8574） 平成24年３月期 第２四半期決算短信

- 8 -



四半期連結包括利益計算書
第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,628 △208,553

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △966 △511

為替換算調整勘定 △1,126 △366

持分法適用会社に対する持分相当額 － 3

その他の包括利益合計 △2,093 △874

四半期包括利益 △4,722 △209,427

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △5,464 △209,427

少数株主に係る四半期包括利益 742 －
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該当事項はありません。  

  

  

当社は、平成23年６月24日開催の定時株主総会の決議に基づき、欠損をてん補するため、資本準備金

75,035百万円をその他資本剰余金に振り替え、振り替えられた当該その他資本剰余金の一部である

32,303百万円を繰越利益剰余金に振り替えるとともに、利益準備金12,263百万円及び別途積立金46,700

百万円を繰越利益剰余金に振り替えております。これにより、第１四半期連結会計期間においてその他

資本剰余金が42,732百万円、繰越利益剰余金が91,267百万円それぞれ増加し、資本準備金が75,035百万

円、利益準備金が12,263百万円、別途積立金が46,700百万円それぞれ減少しております。この結果、資

本剰余金は32,303百万円減少し、利益剰余金は同額増加したものの、当第２四半期連結累計期間におい

て、利息返還関連の引当金を395,100百万円計上したことにより四半期純損失を計上したため、利益剰

余金は208,553百万円減少しております。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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(株式会社三井住友銀行による当社株式等に対する公開買付けについて) 

当社は、平成23年９月30日開催の取締役会において、株式会社三井住友フィナンシャルグループ（以

下、「ＳＭＦＧ」）の完全子会社である株式会社三井住友銀行（以下、「公開買付者」）による当社の

発行済株式（新株予約権及び新株予約権付社債に付された新株予約権の行使により発行又は移転される

当社の普通株式を含みます。以下同じです。以下、「当社株式」）、新株予約権及び新株予約権付社債

の全てを対象とする公開買付けについて賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様が当該公開

買付けに応募することを推奨する旨、並びに新株予約権及び新株予約権付社債に関して当該公開買付け

に応募するか否かについては、当社は、新株予約権及び新株予約権付社債にかかる買付価格の妥当性に

ついての検証を行っていないことから、新株予約権の保有者及び新株予約権付社債の保有者の皆様のご

判断に委ねる旨を決議し、平成23年10月18日に金融商品取引法第27条の10に基づく意見表明報告書を提

出いたしました。 
  

１．公開買付者の概要 

   
２．公開買付者が買付け等を行う株券等の種類 

(１)普通株式 

(２)新株予約権 

①平成21年７月30日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された、プロミス株式会社株式報酬型

ストックオプション第１回新株予約権 

②平成22年７月28日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された、プロミス株式会社株式報酬型

ストックオプション第２回新株予約権 

③平成23年７月15日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された、プロミス株式会社株式報酬型

ストックオプション第３回新株予約権 

(３)新株予約権付社債 

平成20年７月８日及び同月９日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された2015年満期ユーロ円

建取得条項付転換社債型新株予約権付社債 

３．当該公開買付けに関する意見の内容 

当社は、平成23年９月30日開催の取締役会において、本公開買付けについて、本公開買付けに賛同の

意見を表明するとともに、当社の株主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨決議いたしま

した。また、併せて本新株予約権及び本新株予約権付社債に関して本公開買付けに応募するか否かにつ

いては、当社は、本新株予約権及び本新株予約権付社債にかかる買付価格の妥当性についての検証を行

っていないことから、本新株予約権の保有者及び本新株予約権付社債の保有者の皆様のご判断に委ねる

旨を決議いたしました。 

（５）重要な後発事象

(１) 名称 株式会社三井住友銀行

(２) 所在地 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号

(３) 代表者の役職・氏名 頭取兼最高執行役員 國部 毅

(４) 事業内容 銀行業、証券業、リース業、その他事業

(５) 資本金 1,770,996百万円（平成23年３月31日現在）

(６) 設立年月日 平成８年６月６日

(７) 大株主及び持株比率 株式会社三井住友フィナンシャルグループ              100％

(８) 当社と公開買付者の関係

資本関係
平成23年９月30日現在、公開買付者は当社の普通株式27,926,750

株（発行済株式総数の20.71％）を直接保有する筆頭株主です。

人的関係

当社の取締役のうち、久保健氏、渡邊正三氏及び岩波雅彦氏は公

開買付者の役職員出身者です。また、平成23年９月30日現在、公

開買付者の従業員17名が、当社へ出向しています。

取引関係

当社は公開買付者から融資を受けているほか、公開買付者及び公

開買付者の親会社であるＳＭＦＧとコンシューマーファイナンス

事業における業務提携を行っています。

関連当事者への該当状況 当社は、公開買付者の持分法適用関連会社に該当します。
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４．本公開買付けの概要 

公開買付者は、平成23年９月30日現在、当社の普通株式を27,926,750株（平成23年６月30日現在の当

社の発行済株式総数（134,866,665株）に対する所有割合にして20.71％（小数点以下第三位を四捨五

入。））を保有しており、当社は公開買付者の持分法適用関連会社となっておりますが、この度、公開

買付者の完全親会社であるＳＭＦＧによる当社の完全子会社化（以下、「本完全子会社化」）を最終的

な目標として、公開買付者が当社株式の全て（当社が保有する自己株式を除きます。）並びに本新株予

約権及び本新株予約権付社債の全ての取得を目的とした本公開買付けを実施することを決定したとのこ

とです。なお、本公開買付けにおいては、買付予定の株券等の数に上限及び下限は設定されておりませ

ん。また、当社、公開買付者及びＳＭＦＧは、本公開買付けにより公開買付者が当社株式の全て（当社

が保有する自己株式を除きます。）を取得できなかった場合には、原則として、本株式交換を含む一連

の手続を経て当社をＳＭＦＧの完全子会社とすることを予定しております。 

５．上場廃止となる見込み及びその事由 

当社株式は、現在、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」）市場第一部に上場されて

いますが、公開買付者は本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設定していないため、

本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の定める上場廃止基準に従って、当社株式は、所定の手

続を経て上場廃止となる可能性があります。また、当該基準に該当しない場合でも、本公開買付けの成

立後に下記「６．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の

本株式交換を実施することとなった場合には、当社株式は、東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所

定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所において取引す

ることができなくなります。 

６．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

当社、公開買付者及びＳＭＦＧは、原則として、当社をＳＭＦＧの完全子会社とする方針であり、Ｓ

ＭＦＧは、本公開買付け及び本株式交換により、当社の発行済普通株式の全てを取得する予定です。 

すなわち、本公開買付けにより当社の発行済普通株式の全て（当社が保有する自己株式を除きま

す。）を取得できなかった場合には、当社、公開買付者及びＳＭＦＧは、原則として、関係当局の許認

可等を前提として、本公開買付け終了後、ＳＭＦＧを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社

とする本株式交換を行うことにより、ＳＭＦＧが当社の発行済普通株式の全て（当社が保有する自己株

式を除きます。）を取得し、本完全子会社化を実施することを企図しております。 

本株式交換が実施される場合においては、当社の株主の皆様が所有する当社株式の対価としてＳＭＦ

Ｇの普通株式を割り当て、交付することを予定しており、ＳＭＦＧの普通株式１株以上を割り当てられ

た当社の株主は、ＳＭＦＧの株主となります。本株式交換は、その効力発生日を平成24年４月頃を目途

として実施する予定です。また、ＳＭＦＧは本株式交換の対価として交付するＳＭＦＧの普通株式を、

本株式交換に先立ち市場買付け等により取得した上で交付することを予定しているとのことです。な

お、本株式交換は、会社法第796条第３項本文に定める簡易株式交換により、ＳＭＦＧにおける株主総

会の承認を受けずに実施される予定です。また、本株式交換は、会社法第784条第１項に定める略式株

式交換により当社における株主総会の承認を受けずに実施される可能性があります。 

本株式交換が実施される場合における株式交換比率は、本公開買付け終了後に、当社とＳＭＦＧがそ

れぞれの株主の皆様の利益に十分配慮して協議の上で決定しますが、本株式交換により当社の株主の皆

様が受け取る対価（ＳＭＦＧの普通株式。但し、１株未満の端数を割り当てられた場合は、当該端数売

却代金の交付となります。）を決定するに際しての当社株式の評価は、本公開買付けにおける当社株式

の買付価格（以下、「本公開買付価格」）と同一の価格を基準にする予定です。本株式交換に際して

は、完全子会社となる当社の株主の皆様は、会社法その他関連法令の手続に従い、当社に対して株式買

取請求を行うことができ、この場合の買取価格は、最終的には裁判所が判断することとなります。 
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なお、当社、ＳＭＦＧ及び公開買付者は、本株式交換が、当社株主の皆様の意思を適切に反映し、そ

の賛同を得た上で実施されることを確保するとの観点から、(i)本公開買付けに対して応募された当社

株式の総数が当社の発行済株式の総数（当社が保有する自己株式を除きます。また、本公開買付け後に

当社による第三者割当増資において発行される株式数は含みません。）から本公開買付けにかかる公開

買付届出書の提出日において公開買付者の保有する当社株式の数を控除した数（以下、「少数株主保有

株式数」）に占める比率（以下、「少数株主応募比率」）が50％超に達した場合（この場合、当社が平

成23年８月12日に提出した第51期第１四半期報告書に記載された平成23年３月31日現在の総株主の議決

権2,535,922個に対する本公開買付け後の公開買付者の保有議決権の比率は61.02％（小数第三位を四捨

五入）超となります。）には、本完全子会社化の実施につき当社の株主の皆様の十分な理解が得られた

ものと判断し、本株式交換を実施いたしますが、(ii)少数株主応募比率が50％以下となった場合におい

ては、本公開買付けに対して応募された当社株式の総数に本公開買付けにおける応募勧誘の際又は本公

開買付け後に本株式交換に賛同する旨の意向を表明した当社株主（公開買付者を除きます。）の保有す

る当社株式の数を加えた数が、少数株主保有株式数から所在不明等により本公開買付けにおいて応募勧

誘を直接行うことができなかった株主の保有株式数を控除した数に占める比率が50％超に達したもの

と、当社、ＳＭＦＧ及び公開買付者において確認した場合に限り、本株式交換を実施するものとし、か

かる確認ができない場合には、本株式交換の実施を見合わせ、又は本株式交換の内容を変更することが

できる旨合意しております。但し、いずれの場合も、本株式交換の実施は、当社の第三者委員会から本

株式交換の実施及び内容につき少数株主に不利益でない旨の意見を取得することを条件とします。 

本株式交換の実施及び内容は、平成24年２月頃を目処に決定する予定ですが、具体的な手続及びその

実施時期については、当社、ＳＭＦＧ及び公開買付者の間で協議の上、決定次第、速やかに公表いたし

ます。 

７．公開買付者による買付け等の概要 

(１)買付け等の期間 

平成23年10月18日（火曜日）から平成23年11月30日（水曜日）まで（30営業日） 

(２)買付け等の価格 

 
(３)買付け等の価格の公正性を担保するための措置 

当社は、普通株式の本公開買付けに関する意見を決定するにあたり、公開買付者、ＳＭＦＧ及び当

社から独立した第三者算定機関であるアーンストアンドヤング・トランザクション・アドバイザリ

ー・サービス株式会社（以下、「Ｅ＆Ｙ」）に対して、当社の株式価値の算定を依頼し、平成23年９

月28日付でＥ＆Ｙから株式価値算定書を取得するとともに、本公開買付価格が当社の公開買付者以外

の普通株主にとって一定の範囲内において財務的見地から妥当である旨の意見書を取得しておりま

す。なお、当社は、本新株予約権及び本新株予約権付社債に係る算定書は取得しておりません。 

(４)買付予定の株券等の数 

 
(５)公開買付開始公告日 

平成23年10月18日（火曜日） 

  

普通株式 １株につき780円

第１回新株予約権 １個につき１円

第２回新株予約権 １個につき１円

第３回新株予約権 １個につき１円

新株予約権付社債 １個（額面 10,000,000円）につき2,765,880円

買付予定数 113,891,049株

買付予定数の下限 ―株

買付予定数の上限 ―株
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(注) 「その他の金融収益」は、預金利息、貸付金利息(「営業貸付金利息」を除く)などであります。 

  

  

 
(注) １  顧客数は顧客別に名寄せした債務者数で、当社及び連結子会社毎の顧客数の合計を記載しております。 

２  自動契約機台数は、総設置台数であります。 

３  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

  

  

４．補足情報

(１) 営業収益の内訳

項    目

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

前連結会計年度

自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

  営 業 貸 付 金 利 息 98,890 76.6 70,927 70.7 180,422 75.7

  そ の 他 の 金 融 収 益 59 0.1 77 0.1 126 0.1

  商 品 売 上 高 1,300 1.0 186 0.2 1,988 0.8

  そ の 他 の 営 業 収 益 28,776 22.3 29,168 29.0 55,889 23.4

償 却 債 権 取 立 益 3,791 2.9 4,737 4.7 6,767 2.8

買 取 債 権 回 収 高 6,619 5.1 6,381 6.4 13,111 5.5

信 用 保 証 収 益 15,541 12.1 16,084 16.0 31,228 13.1

そ の 他 2,822 2.2 1,964 1.9 4,781 2.0

営 業 収 益 合 計 129,026 100.0 100,358 100.0 238,427 100.0

(２) その他の指標

項    目

前第２四半期
連結会計期間末

当第２四半期
連結会計期間末

前連結会計年度末

（平成22年９月30日） （平成23年９月30日） （平成23年３月31日）

 営業貸付金残高 (百万円) 1,029,237 801,345 879,597

無担保ローン 1,020,060 794,630 871,272

有担保ローン 9,177 6,714 8,324

 顧客数 (人) 2,121,864 1,745,740 1,894,925

無担保ローン 2,119,196 1,743,575 1,892,471

有担保ローン 2,668 2,165 2,454

 店舗数 (店) 1,395 1,240 1,265

有人店舗 76 49 49

自動契約店舗(無人) 1,319 1,191 1,216

 自動契約機台数 (台) 1,395 1,231 1,258

 現金自動設備 (台) 1,387 1,229 1,256

 従業員数    (人) 3,121 2,664 2,773
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